
地域密着型通所介護事業所の運営規程 

〜 R-studio Pro 運営規程 〜 

  

(事業の目的)  

第１条 株式会社Re ambitiousが開設するR-studio Pro (以下「事業所」とい

う。)が行う地域密着型通所介護事業の適正な運営を確保するために人員及び

管理運営に関する事項を定め、事業所の機能訓練指導員、生活相談員、看護

職員、介護職員が、居宅事業にあっては要介護状態にある高齢者に対し、適

正な通所介護を提供することを目的とする。 

 

(地域密着型通所介護事業の運営の方針)  

 第２条  

1 事業所の機能訓練指導員、生活相談員、看護職員、介護職員は、要介護 

者の心身の特性を踏まえて、可能な限り、その有する能力に応じ自立し 

た日常生活を営むことができるよう、リハビリテーション、排せつ、食 

事の介護その他の生活全般にわたる支援を行う。 

2 事業の実施に当たっては、地域との結び付きを重視し、関係市町村、地域 

の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービス

の提供に努めるものとする。  

  

(事業所の名称等)  

  第３条  

 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。  

  

1 名称   

      R-studio Pro  

2 所在地  

    神奈川県秦野市柳町2丁目4番22号 

  

 

 

 



(職員の職種、員数、及び職務内容)  

  第４条  

 事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。  

  

1 管理者  

 １名(常勤兼務：機能訓練指導員)  

    管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

  

 2 生活相談員 

 常勤専従１以上   

 生活相談員は、通所介護において利用者や家族からのさまざまな相談に応じ

たり、一人ひとりの援助プログラムを立案・実行する。また、事業所内の他の

職種間の調整や、福祉事務所、病院などの関係機関との連絡調整を行う。 

 
3 機能訓練指導員 

 常勤専従1名以上、常勤兼務1名以上 

 機能訓練指導員は、通所介護において利用者、自らの自発的な意思で問題を

解決できる能力をもつとの前提に立ち、援助者は援助機関の機能を提供し、要

援護者はサービスの利用を選択して自己決定させ、リハビリテーションを提供

する。 

  

4 介護職員 

 常勤専従1名以上   

 介護職員は、通所介護の提供に当たる。  

 

5 看護職員 

 常勤兼務1名以上(兼務内容：訪問看護、グループ内他施設) 

 看護職員は、通所介護において利用者の疾患、全身状態（体温、血圧、脈

拍、呼吸、服薬管理）の把握、管理を行い、通所介護の提供に当たる。 

 

 

 

 



(営業日及び営業時間)  

  第５条  

 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。  

  

1 営業日  

 月曜日から金曜日までとする。祝日は営業する。 

ただし,年末年始５日間の休みを除く。 

 

2 営業時間  

 午前8時30分から午後5時30分までとする。  

   サービス提供時間は、午前9時40分から午後4時40分の1単位とする 

 

３ 利用定員 

  1単位目 15名  

  

(通所介護の内容)  

  第６条  

   通所介護の内容は次のとおりとする。  

１ 身体介護に関すること 

日常生活動作能力の程度により、必要な支援及びサービスを提供する 

排泄の介助、移動・移乗の介助、養護、その他の介護 

 

2 食事に関すること 

給食希望の利用者に対して、必要な食事サービスを提供 

食事の準備、料理、配膳下膳の介助、食事摂取、その他の介助 

 

3 入浴に関すること 

ご自宅での入浴に課題がある利用者に対して、必要な入浴サービスを提供 

 

4 機能訓練に関すること 

体力や機能の低下を防ぐために必要な訓練及び、日常生活に必要な基本動作を

獲得するための訓練を行う 

 



5 アクティビティー／サービスに関すること 

利用者が、あるがままに今を楽しみ、新たなやりがい・生き甲斐のある快適で

豊かな日常生活を送ることができるように、アクティビティー・サービスを実

施する。これらの活動を通じて仲間作り、老いや障害の受容、心身機能の維

持・向上、自信の回復や情緒安定を図る。屋外活動、レクレーション、音楽活

動、制作活動、行事、体操等 

 

6 送迎に関すること 

送迎を必要とする利用者に対し送迎サービスを提供する。送迎車両には地域密

着型通所介護従事者が添乗し必要な介護を行う 

 

7 相談助言に関すること 

利用者及び、その家族の日常生活における介護等に関する相談および助言を行

う。 

 

(利用料等)  

第７条  

1 地域密着型通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める

基準によるものとし、当該地域密着型通所介護が法定代理受領サービスである

ときは、その負担割合(1割,2割,3割)の額とする。詳細は別添の料金表のとお

り。 

 

2 通常の事業の実施地域を越えて行う地域密着型通所介護に要した交通費は、

通常の事業の実施地域を越えてからの実費を徴収する。なお、自動車を使用し

た場合の交通費は、次の額を徴収する。  

 

① 通常の事業の実施地域を越えた場合、1キロメートルあたり 20円  

② 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に

文書で説明をした上で、支払に同意する旨の文書に署名(記名押印)を受け

ることとする。  

 

※送迎をご利用しない場合,片道 47 単位(往復 94単位)の減算を行う. 

 



3 昼食ならびにおやつ代に関しては自費とし、次の額を徴収する 

  昼食：648円（税込み）おやつ代：216円（税込み） 

4 キャンセル料金について  

  前日 15時までは無料 

  前日 15時以降 ご利用料金全額とお食事代（やむ得ない場合を除く） 

5 その他 

日常生活上必要となる諸費用、レクリエーション活動材料費用、複写物の交 

付などで、ご利用者に負担いただくことが適当であるものにかかる費用をご負担い 

ただきます。 

 

(通常の事業の実施地域) 

第８条 通常の事業の実施地域は、下記の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ △ 

本町地区 

本町、元町、末広町、曽屋、 

入船町、栄町、幸町、水神町 

寿町、文京町、桜町、ひばりヶ丘、富士見町 

上大槻、河原町 

南地区 
新町、鈴張町、鈴張町、今川町 

上今川町、大秦町、室町、南が丘、立野台 

平沢、今泉、緑町、尾尻、

西大竹 

東地区 落合、東田原、西田原 下落合 

北地区 戸川、羽根、菩提、 横野、三屋 

西地区 

松原町、堀西、堀川、並木町、弥生町、 

沼代新町、春日町、柳町、若松町、 

萩が丘、曲松、千村、渋沢、渋沢上 
 

堀山下、栃窪、菖蒲 

 



（サービス利用にあたっての注意事項） 
第９条 利用者は、介護サービスの提供を受ける際には、次に掲げる事項に留意

するものとする。 
（１）送迎前、送迎中、サービス利用中にかかわらず、健康状態に異常がある場

合には、 
遅延なくその旨を管理者に連絡し、症状に応じたサービスの提供を受ける

ようにする 
こと。 

（２）従業者による安全管理上の指示には必ず従うこと。 
（３）飲酒は禁止とする。 
（４）金銭、貴重品は原則施設内に持ち込まない。 
（５）利用者の営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動は禁止する。 
（６）施設内の設備・備品等の利用に際しては、従業者の指示に従い十分に注意

すること。 
（７）常備薬、保険給付の対象となっているサービス以外の介護用品等、管理者

及び職員 
が必要と認めたものは、持参すること。 

（８）家族等、緊急時等の連絡先を必ず申し出ること。 
（９）利用開始時には、必ず介護保険被保険者証等の提出を行うこと。 
 
(緊急時等における対応方法)  

  第１０条  

 機能訓練指導員、介護職員は、通所介護を実施中に、利用者の病状に急変、

その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずる

とともに、管理者に報告しなければならない。  

 

(非常災害時対策) 

 第１１条  

 状況により施設内での対応が困難であると判断した場合、下記の通り対応す

る。 

 

当施設ご利用時に災害(震災などをあらゆる災害を含む)が発生した場合 

1．運動は中止し、施設内で安全確認および怪我等の応急処置を行う。 



  自宅への送迎が可能な状況であれば、自宅まで送迎する。 

2．自宅への送迎が一時困難、または火災の延焼など危機が迫っている場合、 

  避難所（西中学校）へ一旦避難する。 

3．自宅への連絡が困難で、避難所へ避難する場合、 

 NTTの災害用伝言ダイヤルに避難先等のメッセージを残す。 

 メッセージを確認する場合：171＋2＋0463＋71＋5424 

 

避難訓練 

 防火責任者 管理者 

 防災訓練、避難訓練、通報訓練 年2回 

 

（事故発生時の対応） 
第１２条 指定地域密着型通所介護相当サービス等の提供中に、利用者に事故

が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講ずる。 
(1)事故及び事故に際して採った処置について記録する。 

(2)利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。 

 
（高齢者虐待の防止） 

第１３条 ご利用者などの人権擁護・虐待防止のために、次に掲げるとおり必

要な措置を講じます。  

(1) 虐待防止対策委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底を図ります。 
(2)研修などを通じて、すべての職員の人権意識の向上や知識・技術の向上に

努めます。 

(3)個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

(4)職員が支援に当たっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、職員

がご利用者などの権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 
(衛生管理及び地域密着型通所介護従業者等の健康管理等) 
第１４条 事業者は、指定地域密着型通所介護に使用する備品を清潔に保持し、 
定期的な消毒を施す等、常に衛生管理に十分留意するものとする。事業者は、 

通所介護従業者に対し感染症等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、 



 年 1回以上の健康診断を受診させるものとする。  
 
（従業者の秘密の保持） 
第１５条 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。ま

た、従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持さ

せるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨

を、従業者との雇用契約の内容とする。 
 
（苦情及び相談に対する体制） 
第１６条 利用者からの相談、苦情等に対する窓口を設置し、自ら提供した指定

通所介護相当サービス等に関する要望、苦情等に対し、迅速に対応する。 
 苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録する。 
 
（秘密の保持） 
第１７条 利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する

法律」及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業所における個人情報の

適切な取扱いのためのガイドライン」を遵守し適切な取扱いに努めるものと

する。 
事業所が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での介護サ

ービスの提供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提

供については必要に応じて利用者又はその家族の同意を得るものとする。 
 
（記録の整備） 
第１８条 事業所は地域密着型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結から５年間保存する。 
（１）地域密着型通所介護計画 
（２）提供した具体的サービス内容等の記録 
（３）利用者に関する市町村への報告等の記録 
（４）苦情・相談等に関する記録 
（５）事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
 
 
 



（従業者の研修） 
第１９条 事業所は、従業者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり

設けるものとし、また、業務体制を整備する。 
（１）採用時研修 採用後３か月以内 
（２）継続研修 年１回 
 
（業務継続計画の策定等） 
第２０条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定

通所介護〔指定予防通所事業〕の提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 
２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施するものとする。 
３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計

画の変更を行うものとする。 
 
（地域との連携等） 

第２１条 事業所は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めるものとする。 

 

（身体拘束） 

第２２条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録するものとする。 

 
 
（その他） 
第２３条 この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は法人(株式会社

Re ambitious)と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 
 
 



附 則 
この規程は、令和 5年 7月 15 日から施行する。 
この規程は、令和 6年 4月 1 日から施行する。 
 


